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「資本コストや株価を意識した
経営の実現に向けた対応」
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現状評価・分析

 株価指標 ： PBRは金型メーカー平均値を下回り、上昇余地はある。
→中期計画推進により訴求していく。

 資本効率性： ROICは20年度以降WACCを下回り、低調に推移している。
→経営資源配分の最適化による資本コストの低減。
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ROIC経営の推進

 重要KPIを以下9指標とする。
 ROIC経営推進で資本効率を改善し、企業価値の向上を目指す。

改善ドライバーフィ
ルタ精密金型重要 KPI

売 上 総 利 益 率↑1.  重点顧客 売上

付 加 価 値 率

↑2.  戦略地域 売上

↑3. 価格戦略

↓4. 仕損率

製造固定費比率↑5. 一人当たり生産高

販 管 費 率↓6.  売上高人件費率

運転資金回転率
↓7. 在庫月数

↓8. 借入金低減

固定資産回転率↑9. 設備回転率

投下資本
回転率

売上高
利益率

ROIC
投下資本利益率
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成長に向けた財務戦略①

 キャッシュフローの最大化と資本コストの低減で企業価値向上。

■「利益を出す力」の向上

・新規顧客・事業に向けた成長

・成長市場への本格参入

■「資本効率」の改善

・ROICツリーによる現場起点のKPI管理

・安定した株主還元

資
本
コ
ス
ト
の
低
減

■「負債 / 株主資本コスト」の低減

・適正なレバレッジへの調整

・グループ間貸付による余剰資金活用

・株主・投資家とのエンゲージメント強化

・自己株式取得

・透明性のあるサステナビリティ開示

企
業
価
値
向
上
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成長に向けた財務戦略②

営業
キャッシュフロー

80%～90%

設備投資
40%～50%

営業CFの最大化

・高付加価値化・価格戦略
により収益力向上

・在庫の適正化(圧縮)

・固定費削減、費用効率の
改善によるコスト構造改革

[支出][収入]

足元を固める戦略投資実行

・安定稼働を支える更新投資

・資本コストを考慮した投資
採算管理

成長ドライバーへの重点投資

・新領域/顧客/商品

・成長市場(インド)への進出

・DXなどの経営基盤投資

安定した株主還元

・経営体質強化の為の内部留保
を確保しつつ、安定した配当の
継続

 新規顧客・新規領域などによる営業キャッシュフローの最大化で更なる
成長投資を加速。

株主還元
10%～30%借入 10%～20%

成長投資
30%～40%

借入活用によるレバレッジ
適正化

・グループ内貸付による
資金運用の最適化

・財務安定性を毀損しない
程度の有利子負債活用



資本市場と対話の強化

株主数の推移

株主構成の変化

 対話の強化を行い成長性の理解促進と経営の質の向上を目指す。
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2025年度末

個人投資家向け

・決算短信、有価証券報告書の作成

・中期経営戦略資料の公開

・株主通信発行

・ESG／サステナビリティ情報の開示

・個人投資家向けWEBサイト改善

機関投資家向け

・決算説明会の開催

・決算説明会における質疑応答の実施

・業績動向および経営方針の説明

・決算説明動画の配信

・英文資料の作成



企業価値向上に向けた制度整備の推進

[目的]
当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティ
ブを与えるとともに、株主の皆さまとの一層の価値共
有を図る。

[内容]
役員及び従業員に譲渡制限付株式報酬を付与。
役員向け：2025年度導入。毎年実施予定。
従業員向け：導入（予定） ※対象、時期未定
割当株式は自己株式取得により調達。

RS : Restricted Stockの略

・役員向け 2025年度導入

・従業員向け 2026年度導入
（予定）

譲渡制限付
株 式 報 酬
（ R S ）

[目的]
取締役の指名や報酬に関する決定プロセスにおいて、
社外取締役の関与・助言の機会を適切に確保するこ
とにより、透明性及び客観性を高め、コーポレートガバ
ナンス体制の一層の充実・強化を図る。

[内容]
任意の指名・報酬委員会設置
独立社外取締役を含む委員３名以上で構成。
委員長は社外取締役。

・取締役会の諮問機関として
任意の指名・報酬委員会
設置

指 名 ・ 報 酬
委員会設置

 企業価値向上に向けたインセンティブとガバナンス強化を実施。


